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　［要旨］　がん診療連携拠点病院における緩和ケア診療体制の実態を把握することを目的に，薬剤業務について
2007 年 11 月の実態を質問紙法により調査した（有効回答施設数，N ＝ 264，回収率 92%）．緩和ケアチームのカン
ファレンスおよび病棟ラウンドに薬剤師が参加する施設はそれぞれ 69%，48%，緩和ケア担当薬剤師がいる施設は
87% で，その週当たりの業務時間は平均 4.5 時間であった．薬剤師による緩和ケアに関する薬剤業務の実施状況は，
常に実施している施設が処方鑑査については 44 〜 69%，服薬指導については 9 〜 42% であった．また，緩和ケア
に関する薬物療法教育を行っていると回答した施設は，院内医療者対象が 79%，地域診療所・保険薬局対象が 49%
であった．今後，薬剤師が緩和ケア診療においてその役割を十分に果たすためには，薬剤業務の実施率や薬物療法
教育への関与を高める必要があり，担当薬剤師の配置数確保などの環境整備が必要であることが示唆された．
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緒　　　言

2007 年 4 月に施行されたがん対策基本法では，第 15 条

に国によるがん医療の均てん化の推進がうたわれている．

これに基づいて，がん診療連携拠点病院（以下，拠点病

院）の整備が進められ，2 次医療圏に 1 箇所程度，2007

年 3 月現在全国に計 288 施設が指定された．また，がん

対策基本法の施行を受け，2011 年度までの 5 年間を対象

としたがん対策の総合的かつ計画的な推進を図る目的で，

がん対策推進基本計画が 2007 年 6 月に策定された．この

計画では，重点的に取り組むべき 3 つの課題が示され，

その中に治療初期段階からの緩和ケアの実施が挙げられて

いる．緩和ケアの充実と実践を基本計画の柱のひとつに位

置づけ，その実現のために，専門的な知識や技能を有する

医療従事者の育成，在宅医療と介護を適切に提供していく

体制の整備を行う必要があるとした．拠点病院は，取り組

むべき施策の中で，地域連携の推進や専門的な知識および

技能を有する医師や看護師が専従的に緩和ケアに携わるこ

とができる体制の整備が進められるように，その役割が明

記されている．さらに，拠点病院は，緩和ケアチームの設

置が指定要件となり，今後国内の緩和ケア普及と均てん化

の中核を担うものと考えられる．

種々の分野においてチーム医療の重要性が叫ばれている

が，がん医療を推進するためには，医師のみならず，看護

師，薬剤師などの医療従事者が協力して治療に当たる体制

を構築していく必要がある．欧米では 1990 年代から，が

ん患者のケアは，専門的な知識をもった複数の職種の医療

従事者によって積極的な対応がなされていた1-4）．がん患

者が抱える種々の症状の緩和には，適切な診断，処置や看

護に加えて，薬剤を安全かつ有効に使用することが重要で

ある．薬剤師が緩和ケアで求められる役割として，患者へ

の服薬指導，オピオイドなど薬剤の薬効評価・副作用モニ

タリングや医療用麻薬の管理などが，日本緩和医療学会の

チーム医療の手引きに示されている．また，薬剤師の緩和

ケアにおける貢献に関する報告も散見される5-8）．薬剤師

は緩和ケアチームの重要な構成員と考えられるが，国内に

おいて，緩和ケアの薬剤業務に関する大規模な調査はほと

んど行われていない．Ise らの全国 298 施設における調

査9）により，緩和ケアチームを有する施設の 90％以上で，

薬剤師の参画によるオピオイドの副作用の軽減という患者

の QOL（quality of life）向上等への貢献が示唆される，
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との報告があるのみである．病院に勤務する薬剤師の業務

は，近年大きく病棟関連業務にシフトしているが，調剤業

務や薬品管理業務など，以前から行われる業務との兼務を

余儀なくされている．また，緩和ケアの薬剤業務に関わる

薬剤師は，医療用麻薬の管理業務や PCA（patient control 

analgesia）などの緩和ケア領域で利用されるリソースの管

理業務を兼務する割合が高く，これらの管理状況の実態把

握も重要と考えられる．

したがって，今後，がん医療の均てん化の一役を担う拠

点病院におけるこれら薬剤業務の状況を把握することは，

各施設の緩和ケアの診療体制ならびに緩和医療の提供にお

ける薬剤師の役割を明確にするために必要と考えられる．

本研究は，拠点病院における緩和ケア診療体制の実態把握

を目的に実施した．

方　　　法

1．　対　　　象
調査対象は，2007 年 11 月の時点で拠点病院に指定され

ていた全国 288 施設の薬剤部，薬剤科および薬局とした．

調査期間は，2007 年 11 月，郵送法による自記式質問紙調

査により実施した．なお，回答がなかった施設には督促を

送付した．

2．　調 査 項 目
調査項目は，以下に示す各項目とした．

1）　�各施設背景：病床数，年間入院がん患者数（2006 年

度），年間がん患者死亡数（2006 年度），勤務薬剤師

数（常勤・非常勤），がん専門薬剤師の有無，緩和ケ

ア病床の有無，緩和ケアチームの有無

2）　�医療用麻薬の管理方法：外来患者に対する麻薬処方

せんの交付，返却薬の再利用，入院患者のレスキュー

薬の自己管理

3）　�緩和ケアに関する利用可能なリソース：PCA ポンプ

の有無と利用可能台数，入院患者へのオピオイド投

与時における PCA ポンプまたはバルーン式注入ポン

プの使用の有無，ならびに年間使用人数

4）　�薬剤師による緩和ケアに関する薬剤業務の実施状況：

処方鑑査，服薬指導・病棟との協働，薬物療法教育，

研究活動

5）　�緩和ケアチームに参加する薬剤師ならびに緩和ケア

担当薬剤師の活動状況：緩和ケアチームのカンファ

レンスおよび病棟ラウンドへの参加の有無，緩和ケ

ア担当薬剤師数および週延べ業務時間

調査項目 4）の処方鑑査，服薬指導・病棟との協働，お

よび調査項目 5）の緩和ケアチームのカンファレンスおよ

び病棟ラウンドへの参加の有無については，「常に・たい

てい行っている」「ときどき行っている」「あまり行ってい

ない」「まったく行っていない」の 4 件法で尋ねた．

なお，本調査は，緩和ケアに関する業務に最も携わる薬

剤師または管理責任者に対して行い，調査への参加は自由

意志とした．調査結果はすべて統計的に処理し，病院名お

よび回答内容の公開を行わないことを明記することによ

り，回答者に対する倫理的な配慮を行った．

3．　統計解析
施設背景，医療用麻薬の管理方法，利用可能なリソース

および薬剤師の緩和ケアに関する薬剤業務の実施状況につ

いて，それぞれ記述統計を算出した．なお，薬剤師の緩和

ケアに関する薬剤業務の実施状況および緩和ケアチームに

参加する薬剤師ならびに緩和ケア担当薬剤師の活動状況に

ついては，病院規模 400 床以上および 400 床未満でそれ

ぞれ集計し，Wilcoxon 検定によって p ＜ 0.05 を有意差あ

りと評価した．

結　　　果

1．　調査対象施設の背景
調査対象施設の背景を表 1 に示す．調査票の回収率は

92％（264/288 施設）であった．回答が得られた施設の

病床数は 587.8 ± 214.6 床（平均± SD），年間入院がん患

者数（2006 年度）は 2,523.8 ± 1,860.7 人（平均± SD），

年間死亡入院がん患者数（2006 年度）は 221.0 ± 126.3

人（平均± SD），勤務薬剤師数は 21.4 ± 12.1 人（平均±

SD），がん専門薬剤師がいる施設は 11％，その数は 1.3 ±

0.6 人（平均± SD），緩和ケア病棟を有する施設は 17％，

緩和ケアチームを有する施設は 97％であった．特定の緩

和ケア担当薬剤師がいる施設は 87％，担当薬剤師数は 1.9

± 2.0 人（平均± SD），担当薬剤師の週当たりの業務時間

は 4.5 ± 5.1 時間（平均± SD）であった．

2．　 医療用麻薬の管理方法ならびに緩和ケアに関する利
用可能なリソース

調査対象施設の医療用麻薬の管理方法，ならびに利用可

能なリソースを表 2 に示す．外来患者に対する麻薬処方

せんの交付については，すべて院内処方せんが 18%，院

内処方せんまたは院外処方せんが 70%，すべて院外処方

表 1　施設背景（N ＝ 264）

平均± SD 中央値
病床数 587.8 ± 214.6   564.4
年間入院がん患者数 2,523.8 ± 1,860.4 2,077.5
年間死亡入院がん患者数 221.0 ± 126.3   200.0
勤務薬剤師数 21.4 ± 12.1     19
がん専門薬剤師あり N（%） 30（11）
　専門薬剤師数（N ＝ 30) 1.3 ± 0.6       1
緩和ケア病棟あり N（%） 46（17）
緩和ケアチームあり N（%)
緩和ケア担当薬剤師あり N（%）
　担当薬剤師数（N ＝ 230）
　週延べ業務時間 (h)

257（97）
230（87）
1.9 ± 2.0
4.5 ± 5.1

      1
      3
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せんが 13% であった．返却薬の再利用については，すべ

て廃棄が 22%，返却薬の 30％未満を再利用が 28%，返却

薬の 30％以上を再利用が 46% であった．入院患者に対し

て処方されたレスキュー薬の自己管理については，すべて

の病棟で可能が 16%，一部の病棟で可能が 29%，できな

いが 52% であった．

PCA ポンプがある施設は 63％，ない施設は 34％で，

利用可能台数は 9.8 ± 19.5 台（平均± SD）であった．入

院患者へのオピオイド投与時に PCA ポンプの使用がある

施設は 51%，ない施設は 44% で，ある施設の年間使用人

数 は 0 人 が 0%，1 〜 10 人 が 52%，11 〜 50 人 が 23%，

51 人以上が 17% であった．入院患者へのオピオイド投与

時にバルーン式注入ポンプの使用がある施設は 44%，な

い施設は 51% で，ある施設の年間使用人数は 0 人が 5%，

1 〜 10 人が 60%，11 〜 50 人が 23%，51 人以上が 6% で

あった．

3．　薬剤師による緩和ケアに関する薬剤業務の実施状況
調査対象施設の，薬剤師による緩和ケアに関する薬剤業

務の実施状況を表 3 に示す．調査対象全施設ならびに 400

床以上（N ＝ 206），400 床未満（N ＝ 58）のデータをそ

れぞれ併記した．処方鑑査については，強オピオイド処方

時の用法・用量チェックを常にまたはたいてい行っている

施設は，全施設では 56%，400 床以上の施設では 58%，

400 床未満の施設では 52% であった．また，強オピオイ

ド処方時の併用薬チェックは，それぞれ 44%，46%，

38%，医師からの問い合わせ時の薬物療法の提案はそれぞ

れ 69%，71%，62% であった．服薬指導や病棟との協働に

ついては，入院患者に対する強オピオイド新規処方時の服

薬指導を常にまたはたいてい行っている施設は，全施設で

は 42%，400 床以上の施設では 42%，400 床未満の施設で

は 41% であった．また，外来患者に対する強オピオイド

新規処方時の服薬指導は，それぞれ 9%，8%，12%，その

他緩和ケアに関する服薬指導は，それぞれ 25%，25%，

26%，病棟カンファレンスでの薬物療法の提案はそれぞれ

12%，13%，9%，強オピオイド注射薬の調剤はそれぞれ

2%，2%，2% であった．緩和ケアに関する薬物療法の教

育については，院内の医療者対象の勉強会・講習会の開催

がある施設は，全施設では 79%，400 床以上の施設では

81%，400 床未満の施設では 71% であった．また，地域

診療所や調剤薬局対象の勉強会・講習会の開催がある施設

は，それぞれ 49%，51%，41% であった．緩和ケアに関す

る研究活動については，研究活動の実施がある施設は，そ

れぞれ 47%，50%，38% であった．なお，いずれの調査項

目についても，病院規模の相違による有意差は認められな

かった．

4．　 緩和ケアチームに参加する薬剤師ならびに緩和ケア
担当薬剤師の活動状況

調査対象施設の緩和ケアチームに参加する薬剤師ならび

に緩和ケア担当薬剤師の活動状況を表 4 に示す．緩和ケ

アチームに参加する薬剤師の活動状況は，調査対象全施設

表 2　医療用麻薬の管理方法ならびに各施設で利用可能なリソース　（N ＝ 264）
　 　 施設数（%）
外来患者に対する麻薬処方せんの交付 すべて院内処方せん   47（18）

院内処方せんまたは院外処方せん 184（70）
すべて院外処方せん   33（13）

返納薬の再利用 すべて廃棄   58（22）
返納薬の 30％未満を再利用   75（28）
返納薬の 30％以上を再利用 120（46）

入院患者のレスキュー薬の自己管理 すべての病棟で可能   42（16）
一部の病棟で可能   77（29）
できない 137（52）

PCA ポンプ あり 165（63）
なし   91（34）

　利用可能台数（平均± SD） 9.8 ± 19.5
入院患者へのオピオイド投与時に PCA ポンプ
の使用

あり 134（51）
なし 115（44）

年間使用人数
（使用のある施設のみ，N ＝ 134）

0 人     0（0）
1 〜 10 人   70（52）
11 〜 50 人   31（23）
51 人以上   23（17）

入院患者へのオピオイド投与時にバルーンポ
ンプの使用

あり 116（44）
なし 134（51）

年間使用人数
（使用のある施設のみ，N ＝ 116）

0 人   6（5）
1 〜 10 人   70（60）
11 〜 50 人   27（23）
51 人以上   7（6）

答数に欠損があるため，合計が 100％にならないところがある．
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（緩和ケアチームが活動する施設，N ＝ 257）ならびに

400 床以上（N ＝ 205），400 床未満（N ＝ 52）のデータ

をそれぞれ併記した．緩和ケアチームとの協働について

は，緩和ケアチームカンファレンスへの参加を常にまたは

たいてい行っている施設は，全施設では 71%，400 床以上

の施設では 73%，400 床未満の施設では 65% であった．

また，緩和ケアチームの病棟ラウンドへの参加は，それぞ

れ 49%，49%，52% であった．緩和ケア担当薬剤師の活動

状況は，調査対象全施設（特定の緩和ケア担当薬剤師がい

る施設，N ＝ 230）ならびに 400 床以上（N ＝ 183），400

床未満（N ＝ 47）のデータをそれぞれ併記した．担当薬

剤師数は，全施設では 1.9 ± 2.0 人（平均± SD），400 床

以上の施設では 2.1 ± 2.2 人，400 床未満の施設では 1.5

± 0.7 人であった．また，担当薬剤師の週延べ業務時間は，

表 3　薬剤師による緩和ケアに関する薬剤業務の実施状況（N ＝ 264）
常にまたはたいてい行っている施設数（%）

p 値全施設
（N ＝ 264）

400 床以上
（N ＝ 206）

400 床未満
（N ＝ 58）

〈処方鑑査について〉　
　強オピオイド処方時の
　　用法・用量のチェック 149（56） 119（58） 30（52） 0.29

　強オピオイド処方時の
　　副作用対策併用薬のチェック 117（44） 95（46） 22（38） 0.09

　医師からの問い合わせ時の
　　薬物療法の提案 182（69） 146（71） 36（62） 0.17

〈服薬指導や病棟との協働について〉
　強オピオイド新規処方時の
　　服薬指導（入院患者） 111（42） 87（42） 24（41） 0.55

　強オピオイド新規処方時の
　　服薬指導（外来患者） 24（  9） 17（  8） 7（12） 0.81

　その他緩和ケアに関する
　　服薬指導 67（25） 52（25） 15（26） 0.24

　病棟カンファレンスでの
　　薬物療法の提案 31（12） 26（13） 5（  9） 0.10

　強オピオイド注射薬の調剤
　　（混注やシリンジへの充填） 5（  2） 4（  2） 1（  2） 0.62

開催または実施がある施設数（％）
p 値全施設

（N ＝ 264）
400 床以上

（N ＝ 206）
400 床未満
（N ＝ 58）

〈緩和ケアに関する薬物療法教育について〉
　院内の医療者対象の
　　勉強会・講習会の開催 208（79） 167（81） 41（71） 0.10

　地域診療所や調剤薬局対象の
　　勉強会・講習会の開催 129（49） 105（51） 24（41） 0.33

〈緩和ケアに関する研究活動について〉
　研究活動の実施 125（47） 103（50） 22（38） 0.08

表 4　緩和ケアチームに参加する薬剤師ならびに緩和ケア担当薬剤師の活動状況
常にまたはたいてい行っている施設数 (%）

p 値全施設
（N ＝ 257）

400 床以上
（N ＝ 205）

400 床未満
（N ＝ 52）

〈緩和ケアチームとの協働について〉
チームカンファレンスへの参加 183（71） 149（73） 34（65） 0.35
チームの病棟ラウンドへの参加 127（49） 100（49） 27（52） 0.83

平均± SD（中央値，範囲）
p 値全施設

（N ＝ 230）
400 床以上

（N ＝ 183）
400 床未満
（N ＝ 47）

〈緩和ケア担当薬剤師について〉

担当薬剤師数 1.9 ± 2.0
（1，1 〜 20）

2.1 ± 2.2
（2，1 〜 20）

1.5 ± 0.7
（1，1 〜 4） 0.02

週延べ業務時間（時間） 4.5 ± 5.1
（3，0 〜 40）

4.9 ± 5.4
（3.5，0 〜 40）

3.2 ± 3.4
（2，0 〜 18） ＜ 0.01
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それぞれ 4.5 ± 5.1 時間，4.9 ± 5.4 時間，3.2 ± 3.4 時間

であった．なお，緩和ケア担当薬剤師数および週延べ業務

時間については，病院規模の相違による有意差が認められ

た．

考　　　察

本研究は，すべての拠点病院を対象に，医療用麻薬の管

理方法，利用できるリソース，薬剤師による薬剤業務の実

施状況をはじめて大規模に調査したものである．本調査

データは，2008 年 4 月の診療報酬の改定において，緩和

ケアチーム加算の算定要件に専任薬剤師が加わった以前の

データであるが，今後がん対策が進展したとき，薬剤師機

能の経時的変化を評価するうえでの重要な基礎データとな

ると考えられる．今回の主な調査結果は，以下の 4 点で

あった．1）院外麻薬処方せんの交付は 82% の施設で行わ

れ，返却薬の再利用は 74% の施設で行われていた．2）入

院患者に対するレスキュー薬の自己管理は，52% の施設

で行われていなかった．3）強オピオイド新規処方時に薬

剤師による服薬指導が常に行われていた施設は，入院患者

に対しては 42% であったが，外来患者に対しては 9% で

あり，その対応に大きな相違がみられた．4）緩和ケア

チームの活動に薬剤師が常に参加していた施設は，カン

ファランスが 71%，病棟ラウンドが 49% であり，病棟ラ

ウンドへ常に参加する施設は半数以下と低かった．また，

特定の緩和ケア担当薬剤師は，87% の施設に平均 1.9 人が

配置されていたが，週延べ業務時間は平均 4.5 時間にとど

まっていた．

医療用麻薬の管理に関しては，外来患者に対する院外麻

薬処方せんが 80% 以上の施設で交付されていた．しかし，

調査地域は限られるが，麻薬処方せんを応需する保険薬局

が限定されているとの報告10, 11）がある．月当たりの平均

応需枚数が 10 枚以下の保険薬局が約 90% を占め，地域に

十分な普及がなされていないと報告されている．医療用麻

薬の取り扱いは，麻薬および向精神薬取締法（以下麻向

法）によって厳しく定められており，麻薬処方せんを応需

する保険薬局は医療用麻薬の在庫管理を余儀なくされる．

2007 年 9 月の麻向法施行規則の一部改正によって，小売

業者間での麻薬の譲り渡しの許可申請の特例が認められ

た．今回の調査は改定直後に実施されたため，その効果に

ついての詳細は解析できなかったが，厳しい薬剤の管理方

法に大きな変化はないものと考えられた．一方，薬剤の流

通の面からも，卸売業者は認可が事実上制限されているこ

とや，都道府県を越えた薬剤の譲渡も禁止されていること

など，保険薬局が積極的に医療用麻薬を在庫することがで

きない理由に考えられる．各施設からの院外処方せん交付

は徐々に進んでいることが明らかになったが，院外処方せ

んを交付された患者の利便性の向上からも，応需側の保険

薬局が在庫管理を行いやすく配慮された法的な整備の必要

があると考えられた．

また，返却薬の再利用は，70% 以上の施設で行われて

いた．医療用麻薬が高価な薬剤であることがその理由に挙

げられるが，麻向法に基づいた薬剤の管理を行うために

は，患者ごとに返却された薬剤をそのつど帳簿に記載し在

庫数を管理する必要がある．薬剤管理業務は煩雑であり，

麻薬管理者が一元管理する施設も多く見うけられる．この

データから，返却薬の再利用を徹底したいが，再利用率

は，各施設の医療用麻薬の管理業務に携わる薬剤師の業務

処理時間に依存する結果と推察された．

一方，入院患者に対するレスキュー薬の自己管理は，約

50% の施設でまったく行われていなかった．2006 年 12

月に厚生労働省医薬食品局から「病院・診療所における麻

薬管理マニュアル」の改訂が示され，入院患者に対して必

要最低限の麻薬の保管が認められたが，今回の調査では，

その普及が十分に進んでいないことが明らかになった．居

宅では，医療用麻薬は患者自身または家族・介護者等によ

る薬剤管理のもと必要時に使用できる一方，入院とともに

医療従事者による一元管理となり，必要時に使用できなく

なる矛盾が長年継続している．各施設では，薬剤部や薬剤

科が中心となって医療用麻薬の所在不明等事故の発生防止

に慎重に取り組む必要があり，患者ケアより薬剤管理を優

先してきたことは改善の余地があると考えられた．した

がって，今回のマニュアル改訂の趣旨を各施設に十分に周

知させるとともに，患者ケアと薬剤管理を両立するルール

の構築が必要と考えられた．

同様の問題が，各施設で利用できるリソースの調査結果

からもうかがえる．年間使用患者数は，PCA ポンプおよ

びバルーン式注入ポンプとも使用がある施設の 50% 以上

で 0 〜 10 人と回答しており，十分に利用されていない可

能性がある．多くの終末期がん患者は，全身状態の悪化に

よって，経口薬の投与が困難となる．これらの患者に対し

て，PCA ポンプやバルーン式注入ポンプを利用した非経

口による持続投与が，疼痛コントロールの実現に寄与する

こともある12-14）．Fan らの報告15）では，薬剤師が疼痛管理

に対して積極的に関与することにり，PCA ポンプの利用

率が 50% 増加したと解析している．薬剤師が疼痛治療に

積極的に関与することで，PCA ポンプやバルーン式注入

ポンプの利用率が高まり，より有効な疼痛緩和が達成され

る可能性がある．

薬剤師による緩和ケアに関連した薬剤業務の実施状況に

関連して，Lee らの報告6）では，緩和ケアに関わる薬剤師

が薬物療法について積極的に関与することが，患者からの

評価につながると言及していた．また，Austwick らの報

告5）では，外来患者に対する緩和ケアサービスの提供は在

宅におけるサービスとの連携においても重要であり，その
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れも有意差が認められた．400 床以上の施設で十分な活動

が行われているとは考えられないが，薬剤師のマンパワー

の確保に依存した結果を反映したものと考えられた．今

後，担当薬剤師の緩和ケアに関する薬剤業務の標準化を進

めるとともに，拠点病院がその役割を果たせるように業務

時間の具体的な数値を指針として示すなど，他職種と同等

の時間確保ができるように環境を整える必要があると考え

られた．2008 年 4 月の診療報酬改定で，緩和ケア診療加

算の算定施設として登録するためには，緩和ケアチームへ

の専任薬剤師の参加が義務づけられた．拠点病院の役割や

病院経営の面からも，緩和ケア診療加算算定施設の登録が

進むものと考えられる．今後，緩和ケアチームにおける薬

剤師の業務時間やマンパワーの確保が期待される．

本研究の限界として，医療用麻薬の管理に関して，各医

療機関から発行される院外麻薬処方せんを応需する保険薬

局の全国規模の実態調査が行われていないことが挙げられ

る．保険薬局の麻薬処方せん応需状況は，地域間で大きな

相違があると予想され，調査結果を地域ごとに解析する必

要があると考えられた．また，緩和ケアに関連した薬剤業

務の実施状況に関して，外来処方せんの平均調剤枚数，院

外処方せん発行率や薬剤管理指導件数など，各施設の薬剤

師が通常業務に関わるマンパワーを考慮せず一律に解析を

行っている点が挙げられる．さらに，緩和ケア担当薬剤師

数や担当薬剤師の週延べ業務時間など，薬剤業務の実施状

況に影響すると考えられる要因による解析が十分に行えな

かったことも挙げられる．病院規模に依存せずにそれらが

十分に確保される施設が，数施設にすぎなかったためであ

る．今後，緩和ケアチームにおける薬剤師の配置数や緩和

ケア担当薬剤師の週延べ業務時間など，具体的な数値を指

針として示すためには，これらを考慮した詳細な解析が必

要となると考えられた．

以上，今回の調査により，拠点病院の緩和ケアに関する

薬剤業務の実態が把握された．今後，質の高い緩和医療を

提供するうえで薬剤師が果たす役割は，薬剤業務の充実，

地域薬局や他職種との連携強化と知識の共有などであると

考えられた．そのためには，緩和ケアに関する薬剤業務の

標準化や，他職種と同等の時間確保ができる環境を整える

ことが急務であると考えられた．
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質を高めるためには薬剤師が重要なメンバーであるとして

いる．しかし，今回の調査では，薬剤業務の内容によって

常に行っている施設が数 % にとどまる業務もあった．特

に実施率の低かった，外来患者に対する強オピオイド新規

処方時の服薬指導については，今後，各施設から院外処方

せんの交付がさらに進むにつれて，主に保険薬局で実施さ

れるようになると考えられる．したがって，一部の地域を

除いて整備が遅れる在宅緩和ケアサービスの構築と保険薬

局薬剤師との連携も，今後の重要な課題のひとつと考えら

れた．

緩和ケアに関する薬物療法教育に関連して，Xue らの報

告16）では，薬剤師が有する疼痛管理に関する専門的な知識

や技能は薬理学的な面からの管理評価であり，これらを有

効に活用すべきであると指摘している．一方，Taniguchi

らの報告17）では，医療用麻薬の服薬指導を実施する保険薬

局が医療機関に望む緩和医療に関する情報提供として，約

40% が勉強会の開催を挙げていた．疼痛緩和の質的向上

を地域に幅広く広めることも拠点病院の役割のひとつであ

り，地域診療所や薬局対象の勉強会・講習会の開催につい

ても，早急に推し進める必要があると考えられた．今回の

調査では，病院規模が大きい施設ほど，マンパワーもより

豊富で実施率が高い傾向がみられたが，規模の小さい施設

では，複数の施設が連携して個々の得意分野を担当した開

催を工夫するなどの方法も必要と考えられた．

緩和ケアチームに参加する薬剤師ならびに緩和ケア担当

薬剤師の活動状況については，薬剤師の参加を常にまたは

たいてい行っている施設が，カンファランスで約 70%，

病棟ラウンドで約 50% であった．病院規模別の解析では，

有意差は認められなかったが，400 床以上の施設でチーム

への参加率は高く，病院規模が大きい施設でチームへの参

加率が高いとした Ise らの報告と同様の傾向が示された．

また，特定の緩和ケア担当薬剤師は約 90% の施設である

と回答されていたが，週延べ業務時間は平均 4.5 時間にと

どまっていた．Gilbar らの報告18）では，オーストラリアと

カナダの 145 施設において，緩和ケアに関わる薬剤師が

いると回答した施設が 69.7% であり，それらの施設の大

部分で週延べ業務時間は 10 〜 20 時間であった．週延べ

業務時間が著しく少ない理由として，本調査を実施した

2007 年 11 月の時点では，緩和ケア診療加算の施設基準に

専任薬剤師が明記されていなかったこともそのひとつに挙

げられるが，担当薬剤師が配置されていても，緩和ケアに

関連した薬剤業務を行う時間を十分に確保することができ

ない実態が示されたものと考えられた．一方，病院規模別

による解析では，担当薬剤師数が 400 床以上の施設での

平均 2.1 人に対して，400 床未満の施設で平均 1.5 人，担

当薬剤師の延べ業務時間が 400 床以上の施設での平均 4.9

時間に対して，400 床未満の施設で平均 3.2 時間と，いず
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　Abstract: ［OBJECTIVES］ To improve the quality and availability of palliative care for cancer patients, the 
cooperation of pharmacists is essential, but a survey on the provision of palliative care by pharmacists has not yet 
been conducted. Therefore, we surveyed the role of pharmacists in providing palliative care in regional cancer cen-
ters. ［METHODS］ In November 2007, a questionnaire survey was conducted in the pharmacy divisions at all 288 
regional cancer centers in Japan. Valid responses were received from 264 institutions. ［RESULTS］ Pharmacists 
were involved in palliative care at 87% of the institutions on an average of 4.5 hours per week. The percentage of 
institutions that “always” provided palliative care by a pharmacist with medication review, with self-management, 
and with presence of palliative care team was 44-69%, 9-42%, and 49-71%, respectively. The percentage of institu-
tions with education on medications for hospital medical staffs, and for family doctors and community pharmacists 
was 79% and 49%, respectively. ［DISCUSSION］ Pharmacists were involved in palliative care at many institutions, 
but did not spend sufficient time on it. To facilitate a role for pharmacists in palliative care, it is necessary to 
review the duties for palliative care and those required for regular care in order to achieve labor efficiency.

　Key words: �regional cancer centers, palliative care team, pharmacist, pharmacist’s duties, nationwide survey 
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